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沖縄県 宜野湾市
市民経済部 産業政策課 1

企業誘致施策の方向性の検討
~地域資源を活かした活力あるまちを目指して~



■位置
宜野湾市は、沖縄本島中南部の東シナ海に面し、北には北谷町、東には中

城村、北東には北中城、南東には西原町、南に浦添市と面しています。
那覇市より北に12キロメートル、沖縄市より南に6キロメートルの地点に

あり、市内をドーナツ状に国道58号、国道330号、県道宜野湾北中城線、県
道34号が通り、さらに沖縄自動車道の北中城インターチェンジ、西原インタ
ーチェンジへもつなぎが容易な沖縄本島の中部及び北部を結ぶ交通上の重要
な地点に位置しています。

面積 19.80㎢

人口密度 5,053人／Ｋ㎡

世帯数 45,962世帯

人口 100,042人

■歴史
本市の母体である宜野湾間切は、寛文11（1671）年に設立されました。
明治12（1879）年の廃藩置県後、字宜野湾に中頭役所が置かれ、また普天

間に県立農事試験場が設立されました。さらに中頭郡教育部会がたびたび宜
野湾で開かれるなど、本島中部の政治、経済、教育の中心地として活気を呈
していました。

第二次世界大戦においては、本市も壊滅的な戦災を被りましたが、野嵩地
域が焼失を免れ周辺地域の民間人の収容所となり、宜野湾の戦後復興の中心
地となりました。その一方で、戦中から戦後にかけて市域の主要な部分が米
軍基地として接収され、基地のまちとしての性格を強めました。また、普天
間を中心に都市化が進展し、昭和37（1962）年７月１日に市制が施行され、
宜野湾市が誕生しました。

現在では、本市に立地する沖縄国際大学と隣接する国立大学法人琉球大学
との連携を中心とした国際学園都市としての地区形成や、西海岸地域におい
ては、都市型リゾート機能を有したマリーナやビーチをはじめ、コンベン
ション施設、大型商業施設やリゾートホテルが立地するなど、観光リゾート
エリアとしての機能も有しており、沖縄県内の中核的役割を担う都市として
成⾧発展を遂げています。 2

宜野湾市の概要



宜野湾市の人口動態
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人口の推移

・総人口は、2020年時点100,125人で人口増加傾向であるが、2035年頃をピークに減少に転じる予測
・沖縄県と比較して概ね人口構成は近いが、2045年においては生産年齢人口の割合が県平均より高く、老年

人口の割合は県平均より少ない
・一方で少子高齢化が進行中。老年人口の割合は、2020年:約18.9％➡2045年時点で約27.9％まで上昇

沖縄県宜野湾市

●年少人口

●老年人口

【出典】
総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

4



自然増減・社会増減の推移

（左）近年は自然増が減少傾向にあるが、社会増減の振れ幅以上に自然増があり、総人口は安定している
（右）平成22年度の国政調査から平成27年度の国政調査を比較して、宜野湾市は人口増加率で2番目、世帯数の

増加でも人口増加に比例して5番目の増加率となっている

市町村名 人口 増減数 増減率

1 沖縄市 139,279 9,030 6.9％

2 宜野湾市 96,243 4,315 4.7％

3 浦添市 114,232 3,881 3.5％

4 豊見城市 61,119 3,858 6.7％

5 那覇市 319,435 3,481 1.1％

・人口増加数の大きい市町村

市町村名 世帯数 増減数 増減率

1 那覇市 135,532 6,020 4.6％

2 沖縄市 53,325 5,326 11.1％

3 うるま市 42,378 4,034 10.5％

4 浦添市 44,041 3,114 7.6％

5 宜野湾市 39,333 2,972 8.2％

・世帯増加数の大きい市町村

出典:平成27年国勢調査 市町村人口及び世帯数

出典:RESAS総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」再編加工
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自然増減・社会増減の推移（宜野湾市と沖縄県の比較）

・自然増加数は年々減少しており、2020年は565人の自然増加
・社会増減については、2005年頃は年間200人程度減少していたが、近年は概ね横ばいである。なお、沖縄県全

体の動向と相関は見られない

【出典】総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

沖縄県宜野湾市

2020年 2020年
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【出典】総務省「住民基本台帳人口移動報告」

・転入より転出が少なく、他のエリアより比較的明るい社会増減推移に見える。
・県内大都市から転入し、隣接自治体へ波及しているように見える。

自然増減・社会増減の推移（宜野湾市と沖縄県の比較）

１ １

２ ２
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年代別の転入転出状況（宜野湾市と沖縄県の比較）

・学生世代の転入が沖縄県と比べて大幅に転入超過の傾向がある。[１]
・大学卒業の年代で転出超過[１]となり、30台前半で再び転入超過の傾向がある。[２]

１

２

【出典】総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成
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昼夜間人口（年代別）

2015年時点の昼夜間人口比率は95.12％で、夜間に15~19歳、20~24歳の滞在人数・割合が下がり、
30~34歳では上がる。

【出典】総務省「国勢調査」
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昼夜間人口の地域別構成割合（2015年）

１

・夜間人口の方が昼間人口よりも多いため、労働力の流出及び域外からの所得の流入が生じている。
・流出者の就業先と、流入者の居住地の1位～4位が同じ自治体であることから、相互に人の動きがある。

総務省「国勢調査」

２
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通勤・通学

通勤者:大きく流出が超過。特に那覇市、浦添市への流出が全体の52％と割合が大きい。
通学者:流入超過。那覇市、沖縄市からの流入が多い。

総務省「国勢調査」
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12

・15歳以上20歳未満においては、平日の滞在人口率が高いことから、宜野湾市外に移住している多くの学生が、
宜野湾市内の大学や専門学校に通学していると推察される。
・20歳代においては平日休日ともに滞在人口率が低くなっているが、30歳代になると休日の滞在人口率が平日
より1,000人程度高くなっており、宜野湾市外（県外も含む）の多くの人が、平日と比べて休日の方が多く流入
していることが推察される。

株式会社NTTドコモ・ 株式会社ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間統計®」 総務省「国勢調査」

↑平日の滞在人口率が高いが、春夏休み期間は低い

宜野湾市の滞在人口の年代別、月別人数
（2019年 14時 15歳以上20歳未満） 2019年 14時 20歳代

2019年 14時 40歳代2019年 14時 30歳代

↑平日休日ともに滞在人口率は低い水準

↑休日の人口滞在率が平日よりも高い ↑休日の人口滞在率が平日よりも高い(30代と同傾向)

年代別（月別）滞在人口率（コロナ前の2019年）



・人口は増加傾向にあるが、2035年をピークに減少に転じる予測
・少子高齢化が進行中。老年人口（65歳以上）は、2020年:約18.9％➡2045年時点

で約27.9％まで上昇
・自然増加数は年々減少傾向にあるが、社会増減は、近年は横ばい状態。
・転入＞転出。県内大都市から転入後、近隣自治体へ波及（転出）が見られる。
・学生世代の転入が沖縄県と比べて大幅に転入超過の傾向にある。
・大学卒業の年代で転出超過となり、30台前半で再び転入超過の傾向がある。
・2015年時点の昼夜間人口比率は95.12％。労働力の流出及び域外からの所得の流入

が生じている。
・夜間に15~19歳、20~24歳の滞在人数・割合が下がり、30~34歳では上がる。
・通勤者は大きく流出が超過。特に那覇市、浦添市への流出が全体の52％と割合が

大きい。
・通学者は流入超過。那覇市、沖縄市からの流入が多い。
・「学生は流入」「働く世代は流出」という構図が見える。

宜野湾市の人口動態 まとめ
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宜野湾市の観光
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宜野湾市延べ宿泊者数（日本人）の構成割合 2020年

経済産業省「観光予報プラットフォーム」

神奈川県
248百人

東京都
198百人

大阪府
112百人沖縄県

97百人

埼玉県
84百人

兵庫県
52百人

千葉県
51百人

福岡県
46百人

愛知県
42百人

京都府
40百人

その他
195百人

沖縄県の市別 延べ宿泊者数（総数）2020年

延べ宿泊者数の推移（総数）(参加形態別)

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

（人）

350,000

200,000

100,000

経済産業省「観光予報プラットフォーム」

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

350,000

200,000

（人）

延べ宿泊者数（総数）(宿泊日数別)

経済産業省「観光予報プラットフォーム」

・宜野湾市へは、関東圏、関西圏からの宿泊者が6割以上。
・宿泊者数はコロナにより減少したが、「夫婦、カップル」「一人」などは宿泊者数に大きな減少は見られない

From-to分析＞「移住都道府県別」 From-to分析＞「他地域と比較」

From-to分析＞「属性別に見る」 From-to分析＞「属性別に見る」

宿泊者数



沖縄県宜野湾市 目的地検索ランキング
2019年（休日）自動車

注意点
・月間2700万人が利用するナビゲーションサービスによって経路検索された結果。
・平日と休日の合計年間検索回数が自動車50回、公共交通機関30回以下の場合は
表示されない。
・平日と休日の合計年間検索回数が全国1000位以下、都道府県内別50位以下また
は市町村別10位以下の場合は表示されない。

出典:株式会社ナビタイムジャパン「経路検索条件データ」

月別検索回数の推移
（2014年4月～2020年3月、休日、交通手段は自動車）

時期や季節による人の移動の大まかな傾向が確認できる。
2018年9月は「沖縄コンベンションセンター」の検索回
数が突出して高い

→女性アーティストのラストコンサート開催が影響?
毎年2月は「アトムホームスタジアム」の検索回数が多
くなっている

→プロ野球キャンプの影響か?
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目的地検索ランキング

・沖縄コンベションセンターや宜野湾トロピカルビーチなど、西海岸地域に集中
・嘉数高台公園や佐喜真美術館なども検索上位にあり、平和学習等で修学旅行の目的地としても選ばれている
・イベントの開催状況により、会場・会場周辺の検索回数にも変動が見られる 16



参考:県内外国人の動き

・外国人訪問客は、台湾を中心にアジア方面が多数。
・消費額は、アメリカ合衆国からの来訪者の支出単価が高い。

→アメリカ合衆国の消費額は、県内で生活する基地関係者が支出を引き上げている事も要因の一つ。
・新型コロナウイルスの影響により令和2年度、3年度の両年度共に外国人観光客はゼロ。
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沖縄県への国・地域別訪問者数
2019年

出典:観光庁「訪日外国人消費動向調査」、日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」
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国・地域別消費額

2019年

出典:ビザ・ワールドワイド・ジャパン株式会社の
カードデータを再編加工
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参考:沖縄県の入域観光客数の推移

・令和3年度の入域観光客数は327万4,300人で、対前年度比で69万700人、率にして26.7％の増加となり、3年
ぶりに増加となったものの、コロナ前の対前々年度比では、619万4,000人の減、65.4％の減少となってお
り、依然として厳しい状況が続いている。

出典:令和4年3月入域観光客統計概況 沖縄県

0千人

200千人

400千人

600千人

800千人

1,000千人

1,200千人

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

月別入域観光客数の推移 （平成29年度～令和３年度）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
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参考:沖縄県の入域観光客数の推移

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響から、台湾、中国、香港、韓国を含む国や地域から日本への入域制限措
置がとられたこと等により、令和２年度、3年度の外国人観光客は、2年連続で0人となった。

出典:令和4年3月入域観光客統計概況 沖縄県
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19



・関東圏、関西圏からの宿泊者が6割以上。
・宿泊者数はコロナにより減少したが、「夫婦、カップル」「一人」などは宿泊者

数に大きな減少は見られない。
・目的地検索は、沖縄コンベションセンターや宜野湾トロピカルビーチなど、

西海岸地域に集中。
・イベントの開催状況により、会場や会場周辺の検索回数にも変動が見られる。
・その他、嘉数高台公園や佐喜真美術館が目的地検索上位にあり、平和学習等で

修学旅行の目的地としても選ばれている。
・新型コロナウイルス感染症拡大により、沖縄県を訪れる観光客数の減少は著し

く、依然として厳しい状況が続いている。
・特に、コロナ禍以前においては毎年増加していた外国人観光客は、ほぼ皆無と

なっている。

宜野湾市の観光 まとめ
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宜野湾市の産業について
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地域経済循環

・「生産」では、第3次産業が所得を稼いでいるが、一人当たりの付加価値額は612万円、全国1,594位と低い。
・「分配」では、域外への通勤者が多いこと（雇用所得の流入）、財政移転（交付金等）が多いこと（その他

所得の流入）が分かる。
・「支出」では、民間消費の若干の流出はあるが、ほぼ均衡しており、地域内消費のバランスが取れていると

推察される。また、域外から設備調達がさていること（民間投資の流出）、域外から財・サービスを受けて
いる（その他支出の流出）ことが分かる。

1,021億円

★県内の地域経済循環率
・那覇市:110.9％
・浦添市:99.5％
・沖縄市:70.8％
・うるま市:71.5％
・豊見城市:67.3％

第1次産業 第2次産業 第3次産業

一人あたり
付加価値額
（全国順位）

304万円
（598位）

453万円
（1,601位）

612万円
（1,594位）

3億円
240億円

1,603億円
1,511億円

3億円

143億円

11億円

【出典】環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

① ②

③
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地域産業の概況 ～生産額～

2015年 生産額（総額）中分類:2,976億円

第3次産業
79.9％

第2次産業
19.9％

宜野湾市

沖縄県

全国

第3次産業 第2次産業 第1次産業

1.39

0.49 0.12

・宜野湾市の産業を見ると、第3次産業が79.9％とほとんどを占め、第2次産業が19.9％。
・第3次産業の特化生産額係数が1.39と全国より高い。
・「建設業」「住宅賃貸業」「専門・科学技術、業務支援サービス業」等が地域外からお金を獲得している産

業（赤色表示）で、その他「情報通信業」「宿泊・飲食サービス業」も同様。

建設業
（407億円）

住宅賃貸業
（317億円）

情報通信業
(228億円)

宿泊・飲食
サービス業
(197億円)

専門・科学技術、業
務支援サービス業

（266億円）



地域産業の概況 ～移輸出入額～

移輸出入収支額（産業別）

・すべての産業で移輸出入額がマイナスとなっており、お金が市外に流出していることがわかる
・第2次産業の移輸出入収支額は▲̠608億円と最も多く、第3次産業でも▲199億円のマ̠イナス

1
次
産
業

２
次
産
業

３
次
産
業

▲608億円

▲199億円



売上高

2016年売上高（企業単位）:563,732百万円
【大分類】 【中分類】

卸売業、小売業
（328,261百万円）

宜野湾市

沖縄県

全国

・大分類では「卸売業、小売業」の割合が58.3％と
大きい。次いで「生活関連サービス、娯楽業」
「建設業」と続く。

・中分類では「娯楽業」「飲食料品小売業」「総合
工事業」の順で割合が大きい。

・全国・県と比べても「卸売業、小売業」の割合が
大きい。また、「生活関連サービス業、娯楽業」
の割合も大きく、「製造業」「医療・福祉」の割
合は小さい。

卸売業、小売業(58.3%)

生活関連
サービス
業、娯楽業
（75,875百

万円）

建設業
（55,993
百万円）

製造業（24.4%)

娯楽業
（68,709百万円）

飲食料品小売業
（38,742百万円）

総合工事業
（32,751百万円）



宜野湾市

付加価値 大分類
2016年付加価値（企業単位）:105,351百万円 【大分類】

沖縄県

全国

卸売業、小売業(45.7%)

【出典】総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工

卸売業、小売業
（48,091百万円）

医療、福祉
（11,437百万円）

建設業
（8,477百万円）

・大分類では「卸売業、小売業」の割合が45.7％と
大きい。次いで「医療、福祉」「建設業」と続く。

・全国・県と比べても「卸売業、小売業」「生活関連
サービス業、娯楽業」の割合が大きい。

情報通信業
（3,265百万円）

宿泊業・飲食サービス業
（4,219百万円）
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付加価値 中分類

2016年付加価値（企業単位）:105,351百万円

・中分類で見ると、小売業、娯楽業、飲食店等の観光関連産業、情報通信産業などが付加価値を
多く生み出す産業となっている。

【中分類】

その他の小売業
（4,700百万円）

飲食料品小売業
（6,613百万円）

娯楽業
（5,513百万円） 情報通信業

（1,830百万円）

飲食店
（2,867百万円）

【出典】総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工
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付加価値額 移輸出入別
2015年 付加価値額（総額）中分類:1,846億円

・赤色表示は地域外からお金を獲得している産業で、「建設業」「住宅賃貸業」「専門・科学技術、業務支援
サービス業」に加えて、「情報通信業」「宿泊・飲食サービス業」も上位に位置している。

【出典】
環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

建設業
（181億円）

住宅賃貸業
（274億円）

情報通信業
(109億円)

宿泊・
飲食サービス業

(79億円)

専門・科学技術、業務
支援サービス業
（175億円）
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事業所数

2016年事業所数（事業所単位）:3,661事業所【大分類】 【中分類】

・大分類では「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食
サービス業」の割合が大きい。

・中分類では「飲食店」の割合が最も大きい。
・全国・県と比べて、割合の大きい業種は見られな

い。

卸売業、小売業
（944事業所）

宿泊業、飲食サー
ビス業

（610事業所）

宜野湾市

沖縄県

全国

飲食店
（554事業所）



従業者数

2016年事業所数（事業所単位）:32,121人【大分類】 【中分類】

宜野湾市

沖縄県

全国

卸売業、小売業
（7,912人）

医療、福祉
（4,568人）

・大分類では「卸売業、小売業」「医療、福祉」
「宿泊業、飲食サービス業」の割合が大きい。
・中分類では「飲食店」の割合が最も大きい。
・全国・県と比べて、「製造業」の割合が小さい。

宿泊業、飲食
サービス業
（3,664人）

飲食店
（2,684人）



影響力・感応度係数

・「情報通信業」「専門・科学技術、業務支援サービス業」「卸売業」は、影響力、感応度係数ともに高く、
宜野湾市の主力産業群に位置している。

感応度係数

影響力係数

専門・科学技術、業
務支援サービス業

情報通信業

卸売業

運輸、郵便業

その他のサービス 金融・保険業

その他の不動産業

小売業

食料品

宿泊・
飲食サービス業

0.5

1.0

1.5

2.0

「影響力係数」とは、当該産
業に対する新たな需要が、全
産業（調達先）に与える影響
の強さを示す。

「感応度係数」とは、全産業
に対する新たな需要による当
該産業が受ける影響の強さを
示す。

●第Ⅰ象限
地域経済を牽引する

主力産業群

●第Ⅱ象限
主力産業群に牽引されて
経済波及効果が見込める
産業群

●第Ⅲ象限
他産業との連関性が低

く、経済波及効果が低い
産業群

●第Ⅳ象限
他産業へ与える影響力が

大きいが、他産業から受け
る感応度は小さい産業。

業種 影響力 感応度

情報通信業 1.17 1.36

水道業 1.16 1

宿泊・飲食サービス
業 1.15 0.89

専門・科学技術、業
務支援サービス業 1.12 2.37

金融・保険業 1.1 1.16

繊維製品 1.1 0.98

その他の不動産業 1.09 1.13

小売業 1.07 1.05

建設業 1.07 0.91

食料品 1.06 1.02

＝

【出典】
環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）
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地域の産業構造 ～特化係数～

・付加価値額:「生活関連サービス業、娯楽業」「卸売業、小売業」「教育、学習支援業」などが全国を上回る。
・従業員数 :「卸売業、小売業」「生活関連サービス業、娯楽業」「情報通信業」などで全国を上回る。
・労働生産性:「医療・福祉」で特化係数0.98と最も高いが、全国を上回る（特化係数が１を超える）産業が

ない。
➡「卸売業、小売業」「生活関連サービス業、娯楽業」「教育、学習支援業」などで付加価値額、従業員数が全

国を上回るが、労働生産性においてはいずれの産業も全国を下回る。

特化係数
（従業員数）

特化係数
（付加価値額）

特化係数
（労働生産性）

特化係数
（付加価値額）

医療・福祉

生活関連サービ
ス業、娯楽業

教育、学習
支援業

宿泊業、飲食
サービス業

卸売業、
小売業

建設業

卸売業、
小売業

生活関連サービ
ス業、娯楽業教育、学習

支援業

情報通信業

建設業

宿泊業、飲食
サービス業

情報通信業

【出典】
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工
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地域の産業構造 ～特化係数～
産業大分類名 付加価値額 従業者数 労働生産性

A 農業，林業 X 0.0 X

B 漁業 0.0 0.0 -

C 鉱業，採石業，砂利採取業 X 0.3 X

D 建設業 1.1 1.0 0.6 

E 製造業 0.1 0.1 0.4 

F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.0 0.0 -

G 情報通信業 0.6 1.5 0.2 

H 運輸業，郵便業 0.5 0.5 0.6 

I 卸売業，小売業 2.4 2.1 0.6 

J 金融業，保険業 X 0.0 X

K 不動産業，物品賃貸業 0.9 1.1 0.4 

L 学術研究，専門・技術サービス業 0.6 0.8 0.4 

M 宿泊業，飲食サービス業 1.2 0.9 0.8 

N 生活関連サービス業，娯楽業 3.0 1.7 0.9 

O 教育，学習支援業 1.8 1.2 0.8 

P 医療，福祉 1.5 0.9 0.9 

Q 複合サービス事業 0.0 0.0 -

R サービス業（他に分類されないもの） 0.9 0.8 0.6 
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・宜野湾市の地域経済循環率は、63.3％と周辺地域と比較しても低い。
地域経済を活性化させるためには、付加価値を生む事業の創出が求められる。

・第3次産業が生み出す付加価値額が、全体の79.9％を占めている。
・小売業、娯楽業、飲食店等の観光関連産業、情報通信産業などが付加価値を多く

生み出している。
・「情報通信業」「卸売業」は、影響力、感応度係数ともに高く、宜野湾市の主力

産業群に位置している。
・一方で、情報通信業の特化係数は、従業者数が1.5と高いものの、付加価値額で0.9、

労働生産性にあっては0.2と低い。情報通信産業を振興するためには、労働集約型
の雇用形態のみならず、産業の高度化、高付加価値化への転換が求められる。

宜野湾市の産業 まとめ
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ま と め
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データから見えた宜野湾市の現状と課題

✓人口減少、少子高齢化、老齢化率の進行
✓昼夜間人口比率が低い
✓若者が集まる地域である一方で、働く世代の流出が見られる

➡若者に選ばれる雇用の場の創出
➡付加価値を生む事業の創出、労働生産性を高める工夫が必要

✓イベントやMICE誘致による観光誘客に取組んできたが、コロナの影響が深刻
✓コロナ禍にあっても、「夫婦、カップル」「一人」の宿泊者数に減少なし

➡アフターコロナを見据えた観光振興施策の検討
➡宜野湾市にしかない観光コンテンツの創出

✓地域経済循環率が63.3％と低迷している
✓小売業、娯楽業、飲食店等の観光関連産業、情報通信産業などが付加価値を多く

生み出している産業であり、また、影響力、感応度係数ともに高く、宜野湾市の
主力産業群に位置している

➡本市産業の振興には、産業の高度化、高付加価値化への転換が必要
36



企業誘致施策の現状と課題

・本市では、これまで、観光産業の振興に注力し、西海岸地域に沖縄コンベンショ
ンセンターをはじめ多くの観光関連施設、商業施設が立地し、賑わいを創出して
いる。

・また、観光産業に次ぐリーディング産業の一つとして情報通信産業を位置づけ、
同産業の発展等を目的とする複合施設として「宜野湾ベイサイド情報センター」
を設置し、関連産業の集積、企業間交流や企業育成の支援に取組んでいる。

・本市の企業誘致施策は、西海岸エリアを中心に展開、物流・卸売業・商業機能等
の企業が集積している。

・一方で、⾧年にわたり企業を誘致するための相当規模の土地がない状況にあり、
産業用地の確保が課題となっている。
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進展する土地開発の動向

②インダストリアル・コリドー地区
（R6年度又はその後に返還予定、約25ha）

③青少年ホーム＋清水苑跡地
（13,954㎡・公有地・稼働（R5解体予定））

④旧愛誠園跡地（4,029㎡・公有地・更地）

⑥大山土地利用構想図【計画段階】
（産業振興ゾーン約20ha）

⑤仮設避難港
（陸域部:33,946㎡、海域部:57,395㎡

陸域部は国有財産・更地）

①西普天間住宅地区（約50.8ha）
・モデル街区（県道）1.5ha、（琉大前）1.2ha
・保留地:約1ha

・既に返還された西普天間住宅地区をはじめ、今後数年で、基地返還や土地区画整理事業等により大街区、
産業用地が生まれる転換期に 38



まちづくり取組み

▶基地返還跡地利用等を契機とした新たなまちづくり計画の策定、事業が進む
▷沖縄健康医療拠点健康まちづくり基本方針
▷キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）跡地利用基本構想
▷普天間飛行場周辺まちづくり事業（～R7年度）

⇒普天間・真栄原地区の交流拠点整備
▷西普天間住宅地区土地区画整理事業

⇒琉球大学医学部及び病院の移転による沖縄健康医療拠点整備（～R7年度）

★土地利用の推進に合わせた都市の形成、既存産業の強化、新たな企業の誘致 等に
「一体的に」「面的に」取組むための指針が必要
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EOF
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